
過重労働による健康障害を�
防ぐために�

厚生労働省労働基準局／都道府県労働局／労働基準監督署�

このため…�

過重労働による健康障害の防止のためには、健康管理の措置を実施し、時間外労
働をできるだけ短くすることが重要です。さらに、健康診断の結果などを踏まえた
産業医の意見を聴いて、適切な就業上の措置を総合的に講じるよう努めましょう。�

注１）　このリーフレットは、労災補償に係る新しい脳・心臓疾患の労災認定基準の考え方の基礎となった医学的検討結果を踏まえ
て策定された「過重労働による健康障害防止のための総合対策」（平成14年2月12日付け基発第0212001号）に基づく事業
者が講ずべき措置等の概要を示したものです。�

注２）　業務の過重性は、労働時間のみによって評価されるものではなく、就労態様の諸要因も含めて総合的に評価されるべきもの
です。�

注３）　総合対策での時間外労働は、１週間当たり40時間を超える部分のことです。�
注４）　２～６か月平均で月80時間を超える時間外労働とは、過去２か月間、３か月間、４か月間、５か月間、６か月間のいずれかの月平均

時間外労働が80時間を超えるという意味です。�
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□定期健康診断を確実に実施していますか？�

○労働者に対し、１年以内に１回の定期健康診断を実施しなければなりません。�

○深夜業を含む業務に常時従事する労働者に対しては、６か月以内に１回の特定業務従事

者健康診断を実施しなければなりません。�

○一定の健康診断項目に異常の所見がある労働者には、労災保険制度による二次健康診

断と特定保健指導に関する給付（二次健康診断等給付）制度を利用できます。�

○深夜業に従事する労働者は、自発的健康診断受診支援事業助成金制度を利用できます。�

□定期健康診断の結果に基づく適切な事後措置を実施していますか？�

○有所見者については、健康保持のために必要な措置について医師の意見を聴き、必要

な事後措置＊を講じなければなりません。��
　＊「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」（平成8年労働省公示第1号）�

�

◎定期健康診断は、健康管理のための基礎となるものであり、過重労働による健康障害を

防止するための就業上の措置を考える良い機会です。わからないことは、気軽に産業医、

地域産業保健センター、健康診断を実施した機関などに相談しましょう。保健所などの

地域保健の機関も活用できます。�

�

○労働者の健康保持増進（THP：トータル・ヘルスプロモーション・プラン＊＊）の実施にも

努めましょう。��
　＊＊「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」（昭和63年健康保持増進のための指針公示
　第1号）�

さらに…�

健康診断と事後措置を確実に実施しましょう�



◆時間外労働が月100時間または２～６か月平均で月80時間を超えたら、�

　＊一度産業医からの助言指導を受けた際に、当該労働者の年齢、過去の健康診断の結果、就労状況等を
踏まえた産業医の意見を基に、以後の就労実態、健康管理の状況等が改善された場合であって、新た
な状況の変化（健康診断の実施など）が無いときには、必ずしも月４５時間を超える時間外労働が行わ
れるごとに産業医の助言指導を受ける必要はありません。�

　これらの保健指導や助言指導を受ける際には、就労実態がわかる情報（作業環境、労働時

間、深夜業の回数及び時間数、過去の健康診断の結果など）を産業医に提供しましょう。�

事業者→産業医による事業場での健康管理についての助言指導�
 産業医が必要と認める場合は、必要な労働者に対する臨時

の健康診断の実施とその結果に基づく事後措置の実施�

◆時間外労働が月45時間を超えたら、�

産業医を選任する義務のない事業場では、地域産業保健
センターを活用することにより、無料で産業保健サービス
を受けることができます。�

労働者→産業医の面接による保健指導�
 産業医が必要と認める場合は、事業者が実施する臨時の健

康診断の受診�

産業医による保健指導や助言指導を受けましょう�

事業者→産業医による事業場での健康管理についての助言指導＊�



□３６協定は限度基準等に適合したものとなっていますか？�

□労働時間を適正に把握していますか？�

○３６協定で定める延長時間については、次の限度基準が定められています。�

「労働基準法第36条第1項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準」（平成
10年労働省告示第154号）�

○自動車運転者については、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元

年労働省告示第7号）に適合した３６協定とする必要があります。�

○月45時間を超えて時間外労働を行わせることが可能な場合でも、健康障害防止の観

点から、実際の時間外労働は月45時間以下とするよう努めましょう。�

○労働時間を適切に管理するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、記録

する必要があります＊。��
＊「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準について」（平成13年4月6日
付け基発第339号）�

□年次有給休暇の取得を促進していますか？�

○年次有給休暇の取得しやすい職場環境づくりに努めましょう。�

事業者は、裁量労働制対象労働者や管理・監督者について
も、健康確保の責務があることに留意して、過重労働にな
らないよう努めましょう。�

期　間�

限度時間�

1週間�

15時間�

2週間�

27時間�

4週間�

43時間�

1箇月�

45時間�

2箇月�

81時間�

3箇月�

120時間�

1年間�

360時間�

時間外労働を削減しましょう�



●ご不明の点は、最寄りの都道府県労働局へお問い合わせください。

都道府県労働局一覧

北海道労働局 060-8566 札幌市北区北八条西2-1-1　札幌第一合同庁舎　 011(709)2311
青森労働局 030-8558 青森市新町2-4-25　青森合同庁舎 017(734)4113
岩手労働局 020-8522 盛岡市中央通2-1-20　ニッセイ同和損保盛岡ビル 019(604)3007
宮城労働局 983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町１　仙台第四合同庁舎 022(299)8839
秋田労働局 010-0951 秋田市山王7-1-3　秋田合同庁舎 018(862)6683
山形労働局 990-8567 山形市緑町1-5-48　山形地方合同庁舎 023(624)8223
福島労働局 960-8021 福島市霞町1-46　福島合同庁舎 024(536)4603
茨城労働局 310-8511 水戸市北見町1-11 029(224)6215
栃木労働局 320-0845 宇都宮市明保野町1-4　宇都宮第二地方合同庁舎 028(634)9117
群馬労働局 371-8567 前橋市大渡町1-10-7　群馬県公社総合ビル 027(210)5004

埼玉労働局 330-6016 さいたま市中央区新都心11-2明治生命さいたま新都心ビル ランド・アクシス・タワー 048(600)6206

千葉労働局 260-8612 千葉市中央区中央4-11-1　千葉第二地方合同庁舎 043(221)4312
東京労働局 112-8571 文京区後楽1-7-22 03(3814)5311
神奈川労働局 231-8434 横浜市中区北仲通5-57　横浜第二合同庁舎 045(211)7353
新潟労働局 951-8588 新潟市川岸町1-56 025(234)5923
富山労働局 930-8509 富山市牛島新町11-7　富山合同庁舎 076(432)2731
石川労働局 920-0024 金沢市西念3-4-1　金沢駅西合同庁舎 076(265)4423
福井労働局 910-0019 福井市春山1-1-54　福井春山合同庁舎 0776(22)2657
山梨労働局 400-8577 甲府市美咲1-2-13 055(252)4858
長野労働局 380-0846 長野市旭町1108　長野第一合同庁舎 026(234)5121
岐阜労働局 500-8723 岐阜市金竜町5-13　岐阜合同庁舎 058(245)8103
静岡労働局 420-8639 静岡市追手町9-50　静岡合同庁舎 054(254)6314
愛知労働局 460-8507 名古屋市中区三の丸2-5-1　名古屋合同庁舎第二号館 052(972)0256
三重労働局 514-8524 津市島崎町327-2　津第二地方合同庁舎 059(226)2107
滋賀労働局 520-0057 大津市御幸町6-6 077(522)6650

京都労働局 600-8007 京都市下京区四条通東洞院東入ル立売西町60日本生命ビル 075(241)3216

大阪労働局 540-8527 大阪市中央区大手前4-1-67　大阪合同庁舎第二号館 06(6949)6500
兵庫労働局 650-0044 神戸市中央区東川崎町1-1-3　神戸クリスタルタワー 078(367)9153
奈良労働局 630-8570 奈良市法蓮町387　奈良第三地方合同庁舎 0742(32)0205
和歌山労働局 640-8581 和歌山市中之島2249 073(422)2173
鳥取労働局 680-8522 鳥取市東町2-302　鳥取第二地方合同庁舎 0857(23)2191
島根労働局 690-8532 松江市東朝日町76 0852(31)1157
岡山労働局 700-8611 岡山市下石井1-4-1　岡山第二合同庁舎 086(225)2013
広島労働局 730-8538 広島市中区上八丁堀6-30　広島合同庁舎二号館 082(221)9243
山口労働局 753-8510 山口市中河原町6-16　山口地方合同庁舎二号館 083(995)0373
徳島労働局 770-0851 徳島市徳島町城内６－６徳島地方合同庁舎 088(652)9164
香川労働局 760-0018 高松市天神前5-12 087(831)7284
愛媛労働局 790-8538 松山市若草町4-3　松山若草合同庁舎 089(935)5200
高知労働局 780-8548 高知市南金田48-2 088(885)6023
福岡労働局 812-0013 福岡市博多区博多駅東2-11-1　福岡合同庁舎 092(411)4862
佐賀労働局 840-0801 佐賀市駅前中央3-3-20　佐賀第二合同庁舎 0952(32)7155
長崎労働局 852-8535 長崎市岩川町16-16　長崎合同庁舎 095(846)6347
熊本労働局 860-0008 熊本市二の丸1-2　熊本合同庁舎 096(355)3186
大分労働局 870-0016 大分市新川町2-1-36　大分合同庁舎 097(536)3213
宮崎労働局 880-0805 宮崎市橘通東3-1-22　宮崎合同庁舎 0985(38)8826
鹿児島労働局 892-0816 鹿児島市山下町13-21　鹿児島合同庁舎 099(223)8279
沖縄労働局 900-0029 那覇市朝日町38-8　おきでん那覇ビル 098(868)4402
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